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　身の回りの様々なセンサー群を防災目的に利用しようとする取り組みが始まっている。こうした流れを踏ま

え、集客施設で従来行っているマニュアル通りの訓練等による従業員向け防災教育を、本稿では地震時の防犯

カメラ映像アーカイブを利用した防災教育・訓練にアップデートする手法を提案する。 

 

　訓練の方法：本提案の手法は以下の３パターンある。 

　（パターンA：映像学習型） 

　・特定の映像を最後まで視聴し、自らの立場ならば地震時にどう行動すべきか考える。 

　・同映像を繰り返し視聴し、事前にどのような対策を行うべきか思いつく限り書き出す。 

　・以上を制限時間内で反復シミュレーション（事前反芻）し、気づいた点の共有を行う。 

　（パターンB：クイズ型） 

　・揺れの始まる前までの静止画あるいは動画を見せ、その後どうなるかを予想させる。 

　・各種回答を互いに発表した後、実際の映像を視聴し予想の振り返りと対策抽出を行う。 

　（パターンC：他の防災教育ツールとの組み合わせ型） 

　・様々な防災教育ツール、例えば地震ザブトン、防災アプリ等と組み合わせた訓練手法。 

 

　想定されるメリットと課題点： 

　想定されるメリットは以下のとおりである。 

　・見慣れた店舗における実際の地震時の映像は地震災害そのもののわがこと化（福和ら）にきわめて効果的

であると思われる。 

　・直近の地震で得られた映像データを用いることにより、防災訓練のマンネリ化を低減させる効果があると

思われる。 

　一方、課題点は以下のとおりである。 

　・想定して動くべき震度（映像アーカイブシステムの映像には震度５弱〜７まである）の決め方を従業員が

自ら適切に設定できるか疑問である。 

　・他店舗の失敗事例や実被害を周知することによる社内不和の発生や、顧客のプライバシー遵守意識の低下

につながるのではないか。 

 

　発表では、これらの内容について検証がより進んだ状態でご紹介する予定である。 
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